














要約.:母子保健事業の移譲に伴う問題点を把握するため、政令市である岐阜市を除く、県

内 98 市町村を対象としたアンケート調査を実施するとともに、一部市町村については現

地でのヒアリングを行った。

今回の調査の結果、把握された問題の個々の状況は、市町村の規模というより、地域にお

ける保健医療施設やマンパワー等の資源に依存していることが多かった。

このため、早く移譲内容等の全体像を明確にし、それぞれの地域で整理する期間を十分も

うけることが、円滑な事業移譲のために重要であると考えられる。


